
月例経済報告の変遷

9月 10月

基 調 判 断

　景気は、緩やかな回復基調が続いている。

・個人消費は緩やかに持ち直している。
・設備投資は、持ち直している。
・輸出は、持ち直している。
・生産は、持ち直している。
・企業収益は、改善している。企業の業況判断は、改善し
ている。
・雇用情勢は、改善している。
・消費者物価は、横ばいとなっている。

　先行きについては、雇用・所得環境の改善が続くなか
で、各種政策の効果もあって、緩やかに回復していくこと
が期待される。ただし、海外経済の不確実性や金融資本市
場の変動の影響に留意する必要がある。

　景気は、緩やかな回復基調が続いている。

・個人消費は緩やかに持ち直している。
・設備投資は、持ち直している。
・輸出は、持ち直している。
・生産は、持ち直している。
・企業収益は、改善している。企業の業況判断は、改善し
ている。
・雇用情勢は、改善している。
・消費者物価は、横ばいとなっている。

　先行きについては、雇用・所得環境の改善が続くなか
で、各種政策の効果もあって、緩やかに回復していくこと
が期待される。ただし、海外経済の不確実性や金融資本市
場の変動の影響に留意する必要がある。

個 人 消 費 緩やかに持ち直している。 緩やかに持ち直している。

設 備 投 資 持ち直している。 持ち直している。

住 宅 建 設 横ばいとなっている。 横ばいとなっている。

公 共 投 資 堅調に推移している。 堅調に推移している。

輸 出 入
輸出は、持ち直している。
輸入は、持ち直しの動きがみられる。

輸出は、持ち直している。
輸入は、持ち直しの動きに足踏みがみられる。

国 際 収 支
貿易・サービス収支の黒字は、おおむね横ばいとなってい
る。

貿易・サービス収支の黒字は、増加傾向にある。

鉱 工 業
生産・出荷・在庫

生産は、持ち直している。 生産は、持ち直している。

企 業 の
動 向

企業収益は、改善している。
企業の業況判断は、改善している。

企業収益は、改善している。
企業の業況判断は、改善している。

倒 産 件 数 おおむね横ばいとなっている。 おおむね横ばいとなっている。

雇 用 情 勢
雇用情勢は、改善している。
完全失業率は、7月は前月と同水準の2.8％となった。

雇用情勢は、改善している。
完全失業率は、8月は前月と同水準の2.8％となった。

政 策 態 度

　政府は、東日本大震災からの復興・創生及び平成28年
(2016年)熊本地震からの復旧・復興に向けて取り組むとと
もに、デフレからの脱却を確実なものとし、経済再生と財
政健全化の双方を同時に実現していく。このため、「経済
財政運営と改革の基本方針2017」、「未来投資戦略
2017」、「規制改革実施計画」、「まち・ひと・しごと創
生基本方針2017」及び「ニッポン一億総活躍プラン」を着
実に実行する。さらに、人づくり革命については、「人生
100年時代構想会議」を立ち上げたところ。年内に中間報
告、来年前半には基本構想を取りまとめるため、検討を進
める。働き方改革については、3月に決定した「働き方改革
実行計画」に基づき、早期に関連法案を提出するととも
に、高度プロフェッショナル制度の創設や企画業務型裁量
労働制の見直しなどの法改正を早期に図る。また、デフレ
から完全に脱却し、しっかりと成長していく道筋をつける
ため、「未来への投資を実現する経済対策」及びそれを具
体化する平成28年度第２次補正予算を円滑かつ着実に実施
する。加えて、平成29年度予算を円滑かつ着実に実施す
る。
　これらにより、好調な企業収益を、投資の増加や賃上
げ・雇用環境の更なる改善等につなげ、地域や中小・小規
模事業者も含めた経済の好循環の更なる拡大を実現する。
　日本銀行には、経済・物価情勢を踏まえつつ、２％の物
価安定目標を実現することを期待する。

　政府は、東日本大震災からの復興・創生及び平成28年
(2016年)熊本地震からの復旧・復興に向けて取り組むとと
もに、デフレからの脱却を確実なものとし、経済再生と財
政健全化の双方を同時に実現していく。このため、「経済
財政運営と改革の基本方針2017」、「未来投資戦略
2017」、「規制改革実施計画」、「まち・ひと・しごと創
生基本方針2017」及び「ニッポン一億総活躍プラン」を着
実に実行する。さらに、人づくり革命と生産性革命の２本
の柱の施策を具体化するため、年内に新しい経済政策パッ
ケージを策定する。働き方改革については、3月に決定した
「働き方改革実行計画」に基づき、早期に関連法案を提出
するとともに、高度プロフェッショナル制度の創設や企画
業務型裁量労働制の見直しなどの法改正を早期に図る。
　好調な企業収益を、投資の増加や賃上げ・雇用環境の更
なる改善等につなげ、地域や中小・小規模事業者も含めた
経済の好循環の更なる拡大を実現する。
　日本銀行には、経済・物価情勢を踏まえつつ、２％の物
価安定目標を実現することを期待する。

(備考)下線部は、先月から変更した部分。

平成29年



○2017(平成29)年4～6月期四半期別ＧＤＰ速報（2次速報値）

・ＧＤＰ成長率（季節調整済前期比）
2017年4～6月期の実質ＧＤＰ(国内総生産・2011暦年連鎖価格)の成長率は、0.6％
(年率2.5％)となった。また、名目ＧＤＰの成長率は、0.7％(年率3.0％)となった。

・2016年度のＧＤＰ
2016年度の実質ＧＤＰ成長率は1.3％、名目ＧＤＰ成長率は1.1％となった。
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○平成29年度の政府経済見通し（主要経済指標）

資料：内閣府「平成29年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（平成29年1月20日閣議決定）」

※

※



○　海外主要国の経済成長率の見通し

○ ＩＭＦの世界経済見通し（平成29年10月10日発表）
2017年予測 2018年予測

日　　本 1.5 0.7
米　　国 2.2 2.3
ユーロ圏 2.1 1.9
中　　国 6.8 6.5
世 界 計 3.6 3.7

注）単位：％、実質ＧＤＰ成長率の前年比。

○ ＯＥＣＤの世界経済見通し（平成29年9月20日発表）
2017年予測 2018年予測

日　　本 1.6 1.2
アメリカ 2.1 2.4
ユーロ圏 2.1 1.9
世界計 3.5 3.7

注）単位：％、実質ＧＤＰ成長率の前年比

○ アジア開発銀行のアジア大洋州主要国・地域別の経済成長見通し
　（平成29年7月20日発表）
2017年予測 2018年予測

   地域全体 5.9 5.8
　 中　　国 6.7 6.4
   香 　 港 2.0 2.1
　 韓　　国 2.7 2.7
　 台　　湾 2.0 2.2
　イ　ン　ド 7.4 7.6
 インドネシア 5.1 5.3
  マレーシア 4.7 4.6
  フィリピン 6.5 6.7
 シンガポール 2.4 2.5
  タ     イ 3.5 3.6
  ベ ト ナ ム 6.5 6.7
注）単位：％、実質ＧＤＰの前年比伸び率

○日銀の経済見通し
（平成29年7月20日公表「経済・物価情勢の展望」）

　　　　―対前年度比、％。なお、＜＞内は政策委員見通しの中央値。

4月時点 4月時点 4月時点

+1.5～+1.8 +1.4～+1.6 +1.1～+1.5 +1.1～+1.3 +0.7～+0.8 +0.6～+0.7

< +1.8  > < +1.6  > < +1.4  > < +1.3  > < +0.7  > < +0.7  >

注１）「大勢見通し」は、各政策委員が最も蓋然性の高いと考える見通しの数値について、最大値と最小値を１個ずつ除いて、

　　　幅で示したものであり、その幅は、予測誤差などを踏まえた見通しの上限・下限を意味しない。

　２）各政策委員は、既に決定した政策を前提として、また先行きの政策運営については市場の織り込みを参考にして、上記の

２）見通しを作成している。具体的には、長短金利について、市場金利をもとにしつつ、展望レポートと市場参加者との物価

　　  見通しの違いを加味して、想定している。

　３）消費税率については、2019 年 10 月に 10％に引き上げられること（軽減税率については酒類と外食を除く飲食料品およ

      び新聞に適用されること）を前提としているが、各政策委員は、消費税率引き上げの直接的な影響を除いた消費者物価の

　　　見通し計数を作成している。消費税率引き上げの直接的な影響を含む 2019 年度の消費者物価の見通しは、税率引き上げ

　　　が課税品目にフル転嫁されることを前提に、物価の押し上げ寄与を機械的に計算したうえで（＋0.5％ポイント）、これ

　　  を政策委員の見通し計数に足し上げたものである。

２０１９年度２０１８年度２０１７年度

実質ＧＤＰ　大勢見通し


